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相模川水系及び酒匂川水系の取水堰上流域 

６ 河川・水路における自然浄化対策の推進 

 

１ ねらい（５か年計画から転記） 

水源として利用している河川において、自然

浄化や水循環の機能を高め、水源河川としてふ

さわしい水環境の保全・再生を図る。 

 

２ 目 標（５か年計画から転記） 

自然浄化や水循環の機能を高めるため、河川

環境の再生を目指し、河川・水路等の環境整備

を推進する。 

 

３ 事業内容（５か年計画から転記） 

市町村管理の河川・水路等における生態系の

保全を推進し、良好な水源環境を形成するため、

次の市町村の取組を支援する。 

① 生態系に配慮した河川・水路等の整備（市町村） 

ダム湖や水源河川に流入する市町村管理の河川や水路等において、自然豊かな清流を保全するため、

生態系に配慮した水辺環境の整備に取り組む。 

５年間の目標（Ｈ19～23） ７箇所 

② 河川・水路等における直接浄化対策（市町村） 

ダム湖や水源河川に流入する市町村管理の河川や水路等において、木炭等を利用した直接浄化の取組

を推進する。 

５年間の目標（Ｈ19～23） 30箇所 

 

４ 事業費（５か年計画から転記） 

当初５年間計  11億2,200万円（単年度平均額 ２億2,400万円） 

うち新規必要額 11億2,200万円（単年度平均額 ２億2,400万円） 

 

５ 事業実施状況  

（１）生態系に配慮した河川・水路等の整備  
市町村 事業箇所 H19 H20 H21 H22 H23 

小田原市 鬼柳排水路 ○ ○ ○ ○ ○ 

 桑原排水路 ○     

 栢山排水路支川  ○    

相模原市 姥川 ○ ○ ○ ○ ○ 

 八瀬川    ○ ○ 

 道保川  ○    

厚木市 恩曽川  ○ ○ ○ ○ 

 東谷戸川  ○ ○   

 善明川   ○ ○ ○ 

伊勢原市 日向用水路  ○ ○   

南足柄市 泉川  ○    

 神崎水路   ○   

 弘西寺堰水路     ○ 

大井町 農業用水路   ○ ○  

山北町 日向用水路  ○ ○ ○  

開成町 宮ノ台土堀田水路  ○ ○   

合計  ３箇所 10箇所 10箇所 ７箇所 ６箇所 
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（２）河川・水路等における直接浄化対策 

市町村 事業箇所 H19 H20 H21 H22 H23 

厚木市 恩曽川（浄化ブロック）① ○ ○ ○   

 恩曽川（浄化ブロック）②   ○   

 恩曽川（浄化ブロック）③   ○   

 恩曽川（浄化ブロック）④   ○   

 善明川（粗朶沈床工）   ○ ○  

 山際川（浄化ブロック）   ○   

開成町 河原町水路（ひも状接触材） ○ ○ ○ ○  

 上島水路（水生植物の植栽） ○ ○ ○ ○  

合計  ３箇所 ３箇所 ８箇所 ３箇所 ０箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ ５か年計画進捗状況  

区 分 
５か年計

画の目標 
H19実績 

H20実績 

(新規) 

(継続) 

H21実績 

(新規) 

(継続) 

H22実績 

(新規) 

(継続) 

H23実績 

(新規) 

(継続) 

H19～23 

累計 

(進捗率) 

河川・水路

等の整備 
７箇所 ３箇所 

10箇所 

(８箇所) 

(２箇所) 

10箇所 

(３箇所) 

(７箇所) 

７箇所 

(１箇所) 

(６箇所) 

６箇所 

(１箇所) 

(５箇所) 

16箇所 

（229％） 

直接浄化 

対策 
30箇所 ３箇所 

３箇所 

(１箇所) 

(２箇所) 

８箇所 

(５箇所) 

(３箇所) 

３箇所 

(０箇所) 

(３箇所) 

０箇所 

(０箇所) 

(０箇所) 

９箇所 

（30％） 

合 計 37箇所 ６箇所 

13箇所 

(９箇所) 

(４箇所) 

18箇所 

(８箇所) 

(10箇所) 

10箇所 

(１箇所) 

(９箇所) 

６箇所 

(１箇所) 

(５箇所) 

25箇所 

（68％） 

 

相模原市 八瀬川（生態系に配慮した整備） 厚木市 （浄化ブロックによる直接浄化対策） 

 

3 1 5 00

3 8 3 1 1

0 5 10 15 20

河川・水路の自然浄化対策

進捗率
229％

進捗率
30％

河川・水路等の整備目標７箇所

直接浄化対策目標30箇所

5年間累計16箇所

5年間累計9箇所
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【事業実施箇所図】（平成19～22年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 予算執行状況 （単位：万円）  

５か年計画 

合計額 
H19執行額 H20執行額 H21執行額 H22執行額 H23執行額 

H19～23累計 

(進捗率) 

112,200 26,740 37,750 25,720 16,030 27,370 
133,610 

（119％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 生態系に配慮した整備と直接浄化対策の事業進捗率 

５か年計画では、河川・水路の自然浄化対策として、抜本的かつ永続的な効果が見込めるが、用地取得

や大規模な改修工事を伴う①生態系に配慮した整備よりも、過渡的な措置ではあるが、比較的簡易にでき

る②直接浄化対策を選択する市町村が多いと想定していたが、①を選択する市町村が多かった一方、②の

箇所数が少なかったため、全体の事業費が増えている。 

 

26,740 37,750 25,720 16,030 27,370

0% 20% 40% 60% 80% 100%

河川・水路の自然浄化対策

進捗率
119％

５か年計画
11億2,200万円

5年間累計
13億3,610万円
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８ 事業に係るモニタリング調査実施状況 

この事業は、自然浄化や水循環の機能を高めるため、河川環境の再生を目指し、河川・水路等の環境整

備を推進するものであり、量的には箇所数を指標とし、質的には河川・水路の生態系が保全されている状

態、または水質が改善されている状態を中期的に把握して評価する。 

なお、長期的な施策効果の把握については、「11 水環境モニタリング調査の実施」における「②河川

のモニタリング調査」により行い、既存の公共用水域の水質調査等も参考とする。 

 

９ 事業に係るモニタリング調査結果 

（１）平成19年度 

・ 水質のモニタリング調査は、整備実施後６箇所中、４箇所で実施した。 

・ 整備実施箇所の上流側、下流側のＢＯＤ値を見ると、下流側で下回る傾向（水質改善効果）が見ら

れるものもあるが、上下流の調査地点間で生活排水などの流入が見られる箇所もあり、引き続きモニ

タリング調査を実施し、整備効果の把握に努める。 

 

（２）平成20年度 

・ 水質のモニタリング調査は、15箇所で実施。うち、工事完了後に調査したのは10箇所。 

・ ＢＯＤについて、下流側が上流側より低下した箇所は５箇所、上昇した箇所は４箇所、ほとんど変

化のない箇所は１箇所であった。 

 

（３）平成21年度  

・ 水質のモニタリング調査は、17箇所で実施した。うち、工事完了後に調査したのは15箇所であった。 

・ ＢＯＤについて、下流側が上流側より低下した箇所は５箇所、上昇した箇所は８箇所、ほとんど変

化のない箇所は２箇所であった。 

 

（４）平成22年度  

・ 水質のモニタリング調査は、18箇所で実施した。うち、工事完了後に調査したのは17箇所であった。 

・ ＢＯＤについて、下流側が上流側より低下した箇所は６箇所、上昇した箇所は７箇所、ほとんど変化

のない箇所は４箇所であった。 

・ 21 年度と比較し、上昇または変化のない箇所から低下した箇所へ改善したものが３箇所あるものの、

低下または変化のない箇所から上昇した箇所へ転じたものが２箇所みられた。 

 

（５）平成23年度 

・ 水質のモニタリング調査は、工事が完了した21箇所で実施した。 

・ ＢＯＤについて、下流側が上流側より低下した箇所は11箇所、上昇した箇所は６箇所、ほとんど変

化のない箇所は４箇所であった。 

・ 22年度と比較し、上昇または変化のない箇所から低下した箇所へ改善したものが４箇所あるものの、

低下または変化のない箇所から上昇した箇所へ転じたものが４箇所みられた。 

 

項 目 水質 植物（植物相、植生） 動物（魚類、底生生物） 

手 法 
全対象箇所においてＢＯＤ

等の水質調査を行う。 

対象箇所（４箇所程度）を限定し、植物相、植生、

魚類、底生生物の調査を行う。 

頻 度 
実施前４回程度 

実施後毎年４回程度 
実施前１回／実施後１回以上（同時期に実施） 
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ア 生態系に配慮した河川・水路等の整備 

市町村 河川・水路 ＢＯＤの状況（上流と下流の比較）［mg/l］  

小田原市 鬼柳排水路 工事完了後は、上流と比較して、0.9程度下流の数値が上昇した。 ↑ 

小田原市 桑原排水路 工事完了後は、上流と比較して、0.3程度下流の数値が低下した。 ↓ 

小田原市 栢山排水路支川 工事完了後は、上流と比較して、1.5程度下流の数値が低下した。 ↓ 

相模原市 姥川 工事完了後は、上流と比較して、0.7程度下流の数値が低下した。 ↓ 

相模原市 八瀬川 工事完了後は、上流と比較して、0.1程度下流の数値が低下した。 ↓ 

相模原市 道保川 工事完了後は、上流と比較して、0.2程度下流の数値が低下した。 ↓ 

厚木市 恩曽川 工事完了後は、上流と比較して、0.3程度下流の数値が低下した。 ↓ 

厚木市 善明川 工事完了後は、上流と比較して、0.1程度下流の数値が低下した。 ↓ 

厚木市 東谷戸川 工事完了後は、上流と比較して、下流の数値とは変化がなかった。 － 

伊勢原市 日向用水路 工事完了後は、上流と比較して、0.1程度下流の数値が低下した。 ↓ 

南足柄市 泉川 工事完了後は、上流と比較して、0.2程度下流の数値が上昇した。 ↑ 

南足柄市 神崎水路 工事完了後は、上流と比較して、下流の数値とは変化がなかった。 － 

南足柄市 弘西寺堰水路 工事完了後は、上流と比較して、下流の数値とは変化がなかった。 － 

大井町 農業用水路 工事完了後は、上流と比較して、0.1程度下流の数値が低下した。 ↓ 

山北町 日向用水路 工事完了後は、上流と比較して、0.2程度下流の数値が低下した。 ↓ 

開成町 宮ノ台土堀田水路 工事完了後は、上流と比較して、0.3程度下流の数値が上昇した。 ↑ 

 

イ 河川・水路等における直接浄化対策 

市町村 河川・水路 ＢＯＤの状況（上流と下流の比較）［mg/l］  

厚木市 恩曽川 工事完了後は、上流と比較して、0.1程度下流の数値が上昇した。 ↑ 

厚木市 善明川 工事完了後は、上流と比較して、0.2程度下流の数値が上昇した。 ↑ 

厚木市 山際川 工事完了後は、上流と比較して、0.2程度下流の数値が低下した。 ↓ 

開成町 河原町水路(植物) 工事完了後は、上流と比較して、0.2程度下流の数値が上昇した。 ↑ 

開成町 河原町水路(ひも状) 工事完了後は、上流と比較して、下流の数値とは変化がなかった。 － 
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地下水を主要な水道水源としている地域 

 

７ 地下水保全対策の推進 

 

１ ねらい（５か年計画から転記） 

地下水（伏流水、湧水を含む）を主要な水道

水源として利用している地域において、それぞ

れの地域特性に応じて市町村が主体的に行う地

下水かん養や水質保全等の取組を促進し、良質

で安定的な地域水源の確保を図る。 

 

２ 目 標（５か年計画から転記） 

将来にわたり地下水利用や環境面に影響のな

い水位レベルを維持するとともに、地下水の水

質が環境基準以下の数値となることを目指す。 

 

３ 事業内容（５か年計画から転記） 

地下水を主要な水道水源としている地域内の

市町村が計画的に実施する地下水のかん養対策

や汚染対策への支援を行う。 

 

① 地下水保全計画の策定 

 当初５年間 

地下水保全計画の策定 地下水かん養や水質保全のための計画策定 

 

② 地下水かん養対策 

 当初５年間 

地下水かん養対策 

休耕田の借上げ 

樹林地等の買上げ 

透水性舗装の実施 

雨水浸透升の設置等 

 

③ 地下水汚染対策 

 当初５年間 

地下水汚染対策 地下水の浄化設備等の整備、維持管理 

 

④ 地下水モニタリング 

 当初５年間 

モニタリング 地下水の水位や水質のモニタリングを毎年実施 

新たな観測井の整備 観測井の整備 

 

４ 事業費（５か年計画から転記） 

当初５年間計  11億6,500万円（単年度平均額 ２億3,300万円） 

うち新規必要額 11億6,500万円（単年度平均額 ２億3,300万円） 
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５ 事業実施状況  

（１）地下水保全計画の策定  

平成19年度 

（７市町） 

・足柄上地区（南足柄市・大井町・松田町・山北町・開成町）・中井町 

・真鶴町（調査） 

平成20年度 

(１町) 

・真鶴町（調査） 

平成21年度 

（３市町） 

・三浦市 

・箱根町（調査） 

・真鶴町 

平成22年度 

（２町） 

・箱根町（調査） 

・真鶴町 

平成23年度 

（１町） 

・箱根町 

 

（２）地下水かん養対策 

平成19年度 

（１市） 

・座間市（地下水かん養林の取得） 

平成20年度 

（３市町） 

・秦野市（冬季水田・休耕田を利用した地下水かん養） 

・座間市（地下水かん養林の取得、雨水浸透施設設置者への助成） 

・山北町（透水性舗装） 

平成21年度 

（５市町） 

・秦野市（冬季水田・休耕田を利用した地下水かん養） 

・座間市（雨水浸透施設設置者への助成） 

・南足柄市（透水性舗装） 

・大井町（透水性舗装） 

・開成町（雨水浸透施設設置者への助成） 

平成22年度 

（４市町） 

・秦野市（冬季水田・休耕田を利用した地下水かん養） 

・座間市（雨水浸透施設設置者への助成） 

・大井町（透水性舗装） 

・開成町（雨水浸透施設設置者への助成） 

平成23年度 

（３市町） 

・秦野市（冬季水田・休耕田を利用した地下水かん養） 

・座間市（雨水浸透施設設置者への助成） 

・開成町（雨水浸透施設設置者への助成） 

 

（３）地下水汚染対策 

平成19年度 

（２市） 

・秦野市（有機塩素系化学物質の浄化） 

・座間市（調査） 

平成20年度 

（２市町） 

・秦野市（有機塩素系化学物質の浄化） 

・中井町（調査） 

平成21年度 

（２市町） 

・秦野市（有機塩素系化学物質の浄化） 

・中井町（対策の検討、実施） 

平成22年度 

（２市町） 

・秦野市（有機塩素系化学物質の浄化） 

・中井町（対策の検証） 

平成23年度 

（２市町） 

・秦野市（有機塩素系化学物質の浄化） 

・中井町（対策の検証） 
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（４）地下水モニタリング 

平成19年度 

（１市） 

・秦野市 

平成20年度 

（８市町） 

・秦野市（モニタリング調査） 

・座間市（モニタリング調査） 

・足柄上地区（南足柄市・大井町・松田町・山北町・開成町）・中井町 

（モニタリング計画の策定） 

平成21年度 

（８市町） 

・秦野市（モニタリング調査） 

・座間市（モニタリング調査） 

・足柄上地区（南足柄市・大井町・松田町・山北町・開成町）・中井町 

（モニタリング地点の検討、観測井戸の設置） 

平成22年度 

（10市町） 

・三浦市（モニタリング調査） 

・秦野市（モニタリング調査） 

・座間市（モニタリング調査） 

・足柄上地区（南足柄市・大井町・松田町・山北町・開成町）・中井町 

（モニタリング調査） 

・真鶴町（モニタリング調査） 

平成23年度 

（10市町） 

・三浦市（モニタリング調査） 

・秦野市（モニタリング調査） 

・座間市（モニタリング調査） 

・足柄上地区（南足柄市・大井町・松田町・山北町・開成町）・中井町 

（モニタリング調査） 

・真鶴町（モニタリング調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下水汚染対策（秦野市 浄化施設） 

 

地下水かん養対策（秦野市 水田かん養） 
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【事業実施箇所図】（平成19～22年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ ５か年計画進捗状況 

５か年計画において、整備量などの数値目標を設定していないため、記載しない。 

 

７ 予算執行状況 （単位：万円） 

５か年計画 

合計額 
H19執行額 H20執行額 H21執行額 H22執行額 H23執行額 

H19～23累計 

(進捗率) 

116,500 14,320 11,250 11,120 7,960 5,890 
50,540 

（43％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14,320

11,250
11,120

7,960
5,890 65,960

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地下水保全対策

進捗率
43％

５か年計画
11億6,500万円

5年間累計
5億540万円
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８ 事業に係るモニタリング調査実施状況 

この事業は、地下水を主要な水道水源として利用している地域において、それぞれの地域特性に応じて

市町村が主体的に行う地下水かん養や水質保全等の取組を促進し、良質で安定的な地域水源の確保を図る

ものであり、量的には地域数、質的には地下水の水位や水質が維持されている状態を把握して評価する。 

この事業のモニタリング調査は、地下水の水位及び水質の調査により実施する。また、長期的な施策効

果の把握については、既存の地下水測定結果等も参考とする。 

 

９ 事業に係るモニタリング調査結果 

水質汚濁防止法に基づき実施されている各種の地下水質測定のうち、平成18～21年度に県内1,287地点

で行われたメッシュ調査の結果によると、地下水を主要な水道水源として利用している８地域（５市９町）

において環境基準を超えて地下水汚染が確認された市町村は、秦野市、座間市、三浦市、箱根町の４市町

であった（※Ｐ７－８、７－９参照）。引き続きメッシュ調査による地下水質測定を行い、その把握に努

めていく。なお、秦野市と座間市においては、主体的な取組を行っている。 

ア 秦野市 

地下水汚染対策として、環境基準を超過している硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素については、平成 19

～20 年度に市が実施した調査の結果、局所的な汚染であり、市全域の地下水保全を目的とした事業展

開には効果が少ないことから、県による水質汚濁防止法に基づいた地下水測定のうちの継続監視調査

においてモニタリングを行っています。 

また、水道水質をよりよいものにするため、トリクロロエチレン及びテトラクロロエチレン対策と

して、平成 19 年 10 月から浄化装置を３基設置し、有機塩素系化学物質の浄化を行い、装置設置箇所

の下流に位置する観測井で、地下水質のモニタリングを行っている。当該観測井におけるテトラクロ

ロエチレンの観測データをみると、浄化装置設置以前は、環境基準を継続的に超過していたが、設置

以降は、環境基準を下回るデータも観測されるようになった。 

このほか、水量確保のため、家庭用雨水浸透ますの設置や水田の冬季水はりによる水源かん養事業

を実施した。その結果は、次のとおりである。 

 

・有機塩素系化学物質浄化事業における実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

浄化装置基数 ３基 ３基 ３基 ３基 ３基 

稼働期間 H19.10～H20.3 H20.4～H21.3 H21.4～H22.3 H22.4～H23.3 H23.4～H24.3 

累計還元水量 89,083ｍ3 208,029ｍ3 159,901ｍ3  192,793ｍ3 206,077ｍ3 
トリクロロ

エチレン 
610g 1,296g 1,028g 1,091g 1,240g 累計 

回収量 テトラクロ

ロエチレン 
2,928g 6,458g 4,168g 4,748g 5,437g 

 
　　　　　秦野市　有機塩素系化学物質浄化事業　観測井　ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ
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・秦野市地下水浄化事業実施箇所・観測井 

・家庭用雨水浸透ます設置補助における実績 

区 分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

設置基数 ２１基 ５０基 ３５基 ３４基 ３０基 

当年度に増加した 

かん養量 
２７５ｍ3 ６６８ｍ3 ３５４ｍ3 ４４５ｍ3 ５２８ｍ3 

当年度全体の 

かん養量 
３，９３７ｍ3 ５，８３４ｍ3 ５，２７７ｍ3 ７，６０４ｍ3 ８，０１８ｍ3 

・水田かん養事業における実績 

 

 

 

 

 

 

イ 座間市 

当該地域の地下水は、相模原市側から座間市側に向けて流動していることから、座間市では、平成

19年度に座間市内71箇所、相模原市内29箇所の計100箇所で、地下水の水質調査を行った。その結

果、相模原市内では一部で環境基準の超過が確認されたものの、座間市内では基準超過は確認されな

かった。 

この結果を踏まえ、座間市では、相模原市側から座間市内に流入してくる地下水の水質を引き続き

観測するため、平成20年度以降、座間市内北部４箇所の地下水の水質調査を行っているが、この調査

でも、環境基準の超過は確認されていない。 

 

区 分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

面積 17,690ｍ2 28,025ｍ2 29,731ｍ2 30,126ｍ2 30,126ｍ2 

かん養量 291,818ｍ3 769,447ｍ3 773,158ｍ3 726,607ｍ3 740,319ｍ3 
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【参考】地下水の現状と対策  

現状 対策 

地域 

水位(水量) 
水質 

(H18～21 年度実施 

 県メッシュ調査) 
保全計画策定 かん養対策 汚染対策 

モニタリング 
（水源環境保全・再生

施策としての） 

三浦市 問題なし 環境基準超過 ○   ○ 

座間市 問題なし 
環境基準超過 

※市独自調査では基準

超過なし 

○ 

・水源かん養地取

得 

・雨水浸透施設助

成 

 

○ 

愛川町  
環境基準 

超過なし 
策定予定なし  

 

 

秦野盆地 

（秦野市） 問題なし 環境基準超過 ○ 

・雨水浸透ます設

置補助 

・水田かん養事業 

有機塩素系化学物質

浄化事業 
○ 

大磯丘陵 

（中井町） 
問題なし 

環境基準 

超過なし 
○  

硝酸性窒素汚染対策

事業 
○ 

足柄平野 
（小田原市、南足柄市、

大井町、松田町、山北町、

開成町） 

問題なし 
環境基準 

超過なし 

○ 

※小田原市は策定

予定なし 

・雨水浸透ます設

置補助 

・透水性舗装 

 
○ 

※小田原市を除く 

箱根町 問題なし 
環境基準 

超過なし 
○  

 

 

真鶴町、湯河原町 問題なし(真鶴町) 
環境基準 

超過なし 

○ 

・湯河原町は策定

予定なし 

 

 

真鶴町○ 

７
－

７
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【参考】  

 

○ 地下水を主要な水道水源としている地域（土地水資源対策課「かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画」） 

 

○地下水汚染状況（平成18～21年度）（大気水質課） 

平成18年度から21年度において、県内1,287地点で地下水の水質調査を行なったところ、75地点で

有機塩素系化合物、「硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素」等が環境基準値を超過していた。 

■ 環　境　基　準　超　過　地　点
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県内ダム集水域 

 

８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進 

 

１ ねらい（５か年計画から転記） 

富栄養化の状態にあるダム湖への生活排水の

流入を抑制するため、県内ダム集水域の公共下

水道整備を促進し、ダム湖水質の改善を目指す。 

 

２ 目 標（５か年計画から転記） 

県内ダム集水域の下水道計画区域における下

水道普及率を20 年間で100％とすることを目標

とし、当初５年間で 59％程度（平成 15 年度末

現在37％）に引き上げる。 

 

３ 事業内容（５か年計画から転記） 

県内ダム集水域の下水道計画区域において、

公共下水道の整備の取組を強化する。このため、

県は、この取組を行う市町村への支援を行う。 

 

〔支援の内容〕 

公共下水道の整備を促進するために追加的に必要となる経費のうち、国庫補助金及び地方交付税措置

額を除く公費負担相当額を支援する。 

 当初５年間 当初５年間を含む20年間 

下水道普及率 59 ％ 100 ％ 

※ ここでいう下水道普及率は、下水道計画区域人口に対する処理区域人口の割合であり、通常使用さ

れる下水道普及率（行政人口に対する処理区域人口の割合）とは異なる。 

 

４ 事業費（５か年計画から転記） 

当初５年間計  76億6,400万円 

（単年度平均額 15億3,300万円） 

うち新規必要額 42億7,000万円 

（単年度平均額 ８億5,400万円） 

 

５ 事業実施状況  

 整備面積 

平成19年度 28.6ha 

平成20年度 28.2ha 

平成21年度 35.4ha 

平成22年度 32.1ha 

平成23年度 20.5ha 

 

相模原市緑区根小屋 
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【事業実施箇所図】（平成19～22年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ ５か年計画進捗状況  

区 分 
５か年計

画の目標 

(参考) 

H15 

(参考) 

H18 
H19実績 H20実績 H21実績 H22実績 H23実績 

下水道 

普及率 
59％ 37％ 40.1％ 42.4％ 43.4％ 44.1％ 50.5％ 53.4％ 

整備面積 206ha － － 28.6ha 28.2ha 35.4ha 32.1ha 20.5ha 

進捗率
(※) 

－ － － 12.2％ 17.5％ 21.2％ 55.0％ 70.4％ 

※ 進捗率の考え方 

５か年の目標である下水道普及率59％(平成23年度)を達成するためには、５年間で下水道普及率を18.9ポイ

ント上昇させる必要がある（H23：59％－H18：40.1％＝18.9ポイント）。 

そこで、22 年度までの下水道普及率の10.4 ポイント上昇（H22：50.5％－H18：40.1％）を５か年の目標であ

る18.9ポイント上昇で除した割合を進捗率として考える。 

 

７ 予算執行状況 （単位：万円）  

５か年計画 

合計額 
H19執行額 H20執行額 H21執行額 H22執行額 H23執行額 

H19～23累計 

(進捗率) 

427,000 10,470 47,540 56,640 54,100 31,080 
199,830 

（47％） 
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※ 事業進捗率の遅れ、計画額に対する予算執行率が低い理由 

今後、相模原市が下水道計画区域を縮小し、合併処理浄化槽（市町村設置型）の整備区域の拡大を予定

しているため、公共下水道の整備について整備量が目標に対し低く計画され、事業進捗率は伸びていない。 

また、予算執行状況については、当初の設計額よりも落札額が大きく下回ったこと、国の補助が想定よ

り多く受けられたことなどにより、少ない予算執行状況となった。 

 

９ 事業に係るモニタリング調査実施状況 

この事業は、富栄養化の状態にあるダム湖への生活排水の流入を抑制するためのものであり、量的には

下水道整備量、下水道普及率を指標とする。モニタリング調査は実施しないが、計算による負荷軽減量（理

論値）を把握する。 

なお、長期的な施策効果の把握については、「11 水環境モニタリング調査の実施」における「②河川の

モニタリング調査」により行い、既存の公共用水域の水質調査（ダム湖における BOD・COD・全窒素・全リ

ン等）、アオコの発生状況等も参考とする。 

 

負荷軽減量（理論値） 

区 分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 計 

下水道整備面積 28.6ha 28.2ha 35.4ha 32.1ha 20.5ha 144.8ha 

新たに下水道に接続する

こととなった人数 

995人 244人 488人 1,380人 983人 4,090人 

下水道接続以前の排水処

理方法(推計) 

      

・汲み取り 171人 40人 82人 232人 164人 689人 

・単独処理浄化槽 593人 151人 296人 838人 601人 2,479人 

・合併処理浄化槽 231人 53人 110人 310人 218人 922人 

事業実施による年間汚濁

負荷軽減量(理論値) 

      

・ＢＯＤ 13.0ｔ 3.2ｔ 6.4ｔ 18.2t 13.0t 53.8t 

・窒素 1.8ｔ 0.6ｔ 1.2ｔ 3.4t 2.4t 9.4t 

・リン 0.3ｔ 0.1ｔ 0.2ｔ 0.4t 0.3t 1.3t 

※１人が排出する年間汚濁負荷量：ＢＯＤ 21.17kg、窒素 4.015kg、リン 0.4745kg 

（流域別下水道整備総合計画調査 指針と解説 平成20年版による） 

 

10 事業に係るモニタリング調査結果 

この事業はモニタリング調査を実施しておらず、評価の対象としないが、津久井湖・相模湖においては、

全窒素、全リンの濃度がほとんど変化していない中で、アオコの発生量が増加傾向にあり、注意が必要と

なっている。 

10,470

47,540

56,640

54,100
31,080

227,170

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共下水道の整備

進捗率
47％

５か年計画
42億7,000万円

5年間累計
19億9,830万円
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県内ダム集水域 

 

９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進 

 

１ ねらい（５か年計画から転記） 

県内ダム集水域において、窒素・リンを除去

する高度処理型合併処理浄化槽の導入を促進し、

富栄養化の状態にあるダム湖水質の改善を目指

す。 

 

２ 目標（５か年計画から転記） 

県内ダム集水域において、20 年間で合併処理

浄化槽を完備することとし、当初５年間で市町

村設置型合併処理浄化槽は全体計画基数のすべ

てを、個人設置型合併処理浄化槽は全体計画基

数の４分の１程度を整備する。 

 

３ 事業内容（５か年計画から転記） 

県内ダム集水域において、高度処理型合併処

理浄化槽の整備を促進するとともに、市町村設置型合併処理浄化槽の導入を促進する。このため、県は、

この取組を行う市町村への支援を行う。 

 

〔支援の内容〕 

・市町村設置型（高度処理型） 

合併処理浄化槽を設置するため必要となる経費のうち、国庫補助金及び地方交付税措置額を除く公費

負担相当額、維持管理費、単独処理浄化槽撤去費を支援する。 

 

・個人設置型（高度処理型） 

合併処理浄化槽の整備助成に対し、公費負担相当額の50％（本来は1/3）、個人負担相当額の50％、

奨励金、単独処理浄化槽撤去費を支援する。 

 

 ５年間の目標（H19～23） 20年間の目標（H19～38） 

市町村設置型 200基 200基 

個人設置型 300基 1,200基 

※ 本事業は、「８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進」で掲げた下水道計画区域を除く。 

 

４ 事業費（５か年計画から転記） 

当初５年間計  ８億5,800万円（単年度平均額 １億7,200万円） 

うち新規必要額 ６億4,600万円（単年度平均額 １億2,900万円） 
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５ 事業実施状況  

  平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度  

市町村 相模原市   88基 90基 87基  

設置型 山北町 事前調査 30基 36基 25基 12基  

 合計  30基 124基 115基 99基  

個人設置型 相模原市 37基 83基 18基 0基 0基  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業実施箇所図】（平成19～22年度実績） 

 

相模原市緑区佐野川 

 

山北町中川 
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６ ５か年計画進捗状況  

区 分 
５か年計

画の目標 
H19実績 H20実績 H21実績 H22実績 H23実績 

H19～23累計 

(進捗率) 

市町村 

設置型 
200基 － 30基 124基 115基 99基 

368基 

（184％） 

個人 

設置型 
300基 37基 83基 18基 0基 0基 

138基 

（46％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 予算執行状況 （単位：万円）  

５か年計画 

合計額 
H19執行額 H20執行額 H21執行額 H22執行額 H23執行額 

H19～23累計 

(進捗率) 

64,600 6,640 21,880 25,630 20,950 22,060 
97,160 

（150％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 合併処理浄化槽（市町村設置型）の事業進捗率 

合併処理浄化槽（市町村設置型）の整備の進捗状況については、今後、相模原市が下水道計画区域を縮

小し、合併処理浄化槽（市町村設置型）による整備区域の拡大を予定しており、整備基数の大幅な伸びが

見込まれる。 
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高度処理型合併処理浄化槽の整備

進捗率
184％

進捗率
46％

個人設置型
目標300基

市町村設置型
目標200基 5年間累計368基

5年間累計138基
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高度処理型合併処理浄化槽の整備

５か年計画
6億4,600万円

進捗率
150％

5年間累計
9億7,160万円
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８ 事業に係るモニタリング調査実施状況 

この事業は、富栄養化の状態にあるダム湖への生活排水の流入を抑制するためのものであり、量的には

設置基数を指標とするが、モニタリング調査は実施せず、計算による負荷軽減量（理論値）を把握する。 

また、長期的な施策効果の把握については、「11 水環境モニタリング調査の実施」における「②河川の

モニタリング調査」により行い、既存の公共用水域の水質調査（ダム湖における BOD・COD・全窒素・全リ

ン等）、アオコの発生状況等も参考とする。 

なお、相模湖・津久井湖については、平成22年度から平成23年度にかけて合併処理浄化槽（高度処理型）の

設置に伴う効果検証を試験的に行うこととしている。 

 

（１）相模原市（相模湖・津久井湖） 負荷軽減量（理論値） 

区 分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 計 

合併処理浄化槽（高度処理型）

設置基数 

37基 83基 106基 90基 87基 403基 

合併処理浄化槽（高度処理型）

設置以前の排水処理方法 

      

・汲み取り 11世帯(基) 15世帯(基) ５世帯(基) ０世帯(基) 11世帯(基) 42世帯(基) 

・単独処理浄化槽 ８世帯(基) 49世帯(基) 32世帯(基) 38世帯(基) 18世帯(基) 145世帯(基) 

・合併処理浄化槽（通常処理型） ３世帯(基) 13世帯(基) ９世帯(基) ３世帯(基) ６世帯(基) 34世帯(基) 

・新設（通常処理型で換算） 15世帯(基) ６世帯(基) 60世帯(基) 49世帯(基) 52世帯(基) 182世帯(基) 

上記排水処理方法による年間

汚濁負荷量(理論値) 

      

・ＢＯＤ 1.44ｔ 4.34ｔ 4.58ｔ 4.62ｔ 4.05ｔ 19.03ｔ 

・窒素 0.30ｔ 0.87ｔ 2.02ｔ 2.14ｔ 2.03ｔ  7.36ｔ 

・リン 0.04ｔ 0.11ｔ 0.24ｔ 0.26ｔ 0.25ｔ  0.90ｔ 

事業実施による年間汚濁負荷

軽減量(理論値) 

      

・ＢＯＤ 1.13ｔ 3.61ｔ 3.04ｔ 2.93ｔ 2.34ｔ 13.05ｔ 

・窒素 0.12ｔ 0.46ｔ 1.09ｔ 1.17ｔ 1.06ｔ  3.90ｔ 

・リン 0.03ｔ 0.08ｔ 0.17ｔ 0.18ｔ 0.17ｔ  0.63ｔ 

 

（２）山北町（丹沢湖） 負荷軽減量（理論値） 

区 分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 計 

合併処理浄化槽（高度処理型）

設置基数 

－ 30基 36基 25基 12基 103基 

合併処理浄化槽（高度処理型）

設置以前の排水処理方法 

      

・汲み取り － ３世帯(基) ２世帯(基) ２世帯(基) ２世帯(基) ９世帯(基) 

・単独処理浄化槽 － 26世帯(基) 28世帯(基) 19世帯(基) ７世帯(基) 80世帯(基) 

・合併処理浄化槽（通常処理型） － ０世帯(基) ３世帯(基) ４世帯(基) ３世帯(基) 10世帯(基) 

・新設（通常処理型で換算） － １世帯(基) ３世帯(基) ０世帯(基) ０世帯(基) ４世帯(基) 

上記排水処理方法による年間

汚濁負荷量(理論値) 

      

・ＢＯＤ － 1.69ｔ 1.70ｔ 1.47ｔ 0.40ｔ 5.26ｔ 

・窒素 － 0.29ｔ 0.35ｔ 0.28ｔ 0.10ｔ 1.02ｔ 

・リン － 0.04ｔ 0.04ｔ 0.04ｔ 0.01ｔ 0.13ｔ 

事業実施による年間汚濁負荷

軽減量(理論値) 

      

・ＢＯＤ － 1.46ｔ 1.45ｔ 1.25ｔ 0.32ｔ 4.48ｔ 

・窒素 － 0.16ｔ 0.19ｔ 0.16ｔ 0.05ｔ 0.56ｔ 

・リン － 0.03ｔ 0.03ｔ 0.03ｔ 0.01ｔ 0.10ｔ 
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※１人が排出する年間汚濁負荷量：ＢＯＤ 21.17kg、窒素 4.015kg、リン 0.4745kg 

（流域別下水道整備総合計画調査 指針と解説 平成20年版による） 

   

９ 事業に係るモニタリング調査結果 

この事業はモニタリング調査を実施しておらず、評価の対象としないが、津久井湖・相模湖においては、

全窒素、全リンの濃度がほとんど変化していない中で、アオコの発生量が増加傾向にあり、注意が必要と

なっている。 
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相模川水系全流域 

10 相模川水系流域環境共同調査の実施 

 

１ ねらい（５か年計画から転記） 

相模川水系の県外上流域において、効果的な

保全対策を実施するため、神奈川県と山梨県が

共同して調査を行い、県外上流域（山梨県内）

の森林の状況や、桂川・相模川全流域の水質汚

濁負荷の発生及び流達状況等について、現状と

事業着手後の状況を把握する。 

 

２ 目標（５か年計画から転記） 

県外上流域における水源環境保全･再生施策

の立案及び事業着手後の効果分析に必要な流域

環境の状況を把握する。 

 

３ 事業内容（５か年計画から転記） 

山梨県側の県外上流域対策について今後の具

体的な取組内容を定めるため、県外上流域の森林の現況や、桂川・相模川全流域の水質汚濁負荷の状況等

について、神奈川県と山梨県が共同で事前調査を行う。 

なお、この調査に基づき実施する県外上流域における対策の効果を検証し、事業の見直しを行うため、

同様の調査を５年ごとのモニタリング調査として行う。 

 

① 私有林現況調査・機能評価 

山梨県側の県外上流域の私有林約35,000ha について、管理状況調査を行うとともに、調査結果に基づ

き整備目標としての森林機能のランク付けを行う。 

 当初５年間 

事業実施回数 １回（平成19～20年度） 

 

② 水質汚濁負荷量調査 

桂川・相模川全流域での水質調査及び窒素、リン等の排出源に係る原単位調査を行う。 

 当初５年間 

事業実施回数 １回（平成19～20年度） 

 

③ 生活排水対策管理状況調査 

山梨県側の県外上流域の浄化槽について、管理状況等の調査を行う。 

 当初５年間 

事業実施回数 １回（平成19～20年度） 

※ ①～③の調査の具体的な内容等については、県外上流域の自治体等と協議のうえ実施する｡ 

 

４ 事業費（５か年計画から転記） 

当初５年間計  9,800万円（単年度平均額 2,000万円） 

うち新規必要額 9,800万円（単年度平均額 2,000万円） 

 

５ 事業実施状況 

 平成19年度 平成20年度 平成21年度 

①私有林（人工林）現況調査 ○ ○  

②水質汚濁負荷量調査  ○ ○ 

③生活排水処理方法実態調査 ○   
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① 私有林（人工林）の現況調査 

ア 調査対象 

私有林（会社有林、法人有林、個人有林等）のうちの人工林 

 

イ 調査内容 

調査対象森林について、目視等による現地調査を行い、概況を把握する。 

今回の現地調査の結果と平成18年度に山梨県が実施した調査のデータを統合し、取りまとめる。 

 

ウ 調査スケジュール 

平成19年度～20年度の２か年で調査を実施。 

調査年度 調査面積 調査対象地域 

19年度 3,497ha 大月市、上野原市 

20年度 3,234ha 
富士吉田市、都留市、道志村、西桂町、忍野村、山中湖村、鳴沢村、

富士河口湖町、小菅村 

 

エ 調査結果 

今回の調査の結果と、平成18年度に行った山梨県の調査データ（14,123ha）を統合し、次の結果を

得た。 

調査年度 調査対象森林総面積 
調査対象中 

荒廃林（注）面積 
荒廃林の割合 

19年度 9,072 ha 3,580 ha 39 ％ 

20年度 11,783 ha 8,757 ha 74 ％ 

合計 20,855 ha 12,337 ha 59 ％ 

（注）非常に混みあっている森林(収量比数0.85以上)を荒廃林とした。 

（収量比数とは、森林の混み具合を表す指標で、０から１の間で表され、１に近いほど森林が混んでいること

を表す。） 

   〔参考〕山梨県の森林面積の状況 

山梨県全体 桂川・相模川流域 調査対象 

348,000ha 91,661ha 20,855ha 

 

オ ５か年計画との相違点及びその理由 

５か年計画での調査面積は、私有林約35,000haとしていたが、この面積には自然林が含まれるため、

手入れの状況が統一的な基準で現地において把握できる人工林(20,855ha)に絞って現地調査を実施し

た。 

そのうち、山梨県が既に調査を実施した14,123haを除き、残りの6,731haを実地調査の面積とした。

(平成19年度3,497ha、平成20年度3,234ha) 

調査結果については、山梨県の調査データ14,123haを統合した。(平成19年度対応分5,575ha、平

成20年度対応分8,548ha) 

 

② 水質汚濁負荷量調査 

ア 調査対象 

相模川・桂川流域全体 

 

イ 調査内容 

相模川・桂川全流域の森林、農地、市街地等から排出される汚濁負荷について、発生源別・地域別

の排出量や、河川への流出状況等を把握する。 

 

ウ 調査スケジュール 

平成20年度～21年度の２か年で調査を実施。 
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エ 調査結果 

（ア）山梨県内（桂川流域）の発生汚濁負荷量・流入汚濁負荷量（平成20～21年度）（kg/日） 

区 分 
ＢＯＤ 

生物化学的酸素要求量 

ＣＯＤ 

化学的酸素要求量 
全窒素 全リン 

生活系（浄化槽の排水等） 3,461 1,974 799 102 

土地系（山林・田畑等） 1,238 6,046 2,430 83 

湧水 0 771 2,407 187 

点源系（下水処理場） 26 151 139 31 

その他（産業系・観光系・畜産系） 3,586 1,454 164 40 

発生汚濁負荷量 計 8,311 10,396 5,939 443 

排出汚濁負荷量 8,164 10,132 5,804 437 

流入汚濁負荷量 3,507 6,058 4,145 268 

流入率 0.430 0.598 0.714 0.613 

 

（イ）相模湖の流入水質（平成20年度）（mg/l） 

区 分 ＢＯＤ(75%値) ＣＯＤ(75%値) 全窒素(年平均値) 全リン(年平均値) 

境川橋 1.0 1.8 1.4 0.100 

日連大橋 1.2 2.1 1.3 0.084 

現在の基準値 2.0 － － － 

類型指定見直し(案)に係る基準値 － 3.0 0.2 0.010 

類型指定見直し(案)に係る暫定目標（※） － 3.0 1.4 0.085 

 

（※）類型指定見直しについて 

相模湖・津久井湖は、環境基本法に基づき、環境省により「河川」の環境基準が指定されていたが、両湖の実態

は本来、河川ではなく水が滞留する湖沼であり、環境省による全国的な見直しが行われ、「湖沼」への環境基準に

類型指定替えが平成22年9月に行われた。 

これにより、両湖の環境基準にＣＯＤ、窒素、リンが指定されるが、水質の改善のための施策を講じても、一定

期間内における環境基準の達成が困難と考えられる水域については、当面、暫定的な改善目標値を適宜設定するこ

とができるとされており、両湖の場合、平成26年度までの暫定目標が設定された。 

 

③ 生活排水処理方法の実態調査 

ア 調査対象 

山梨県の相模川・桂川流域全体（４市２町５村） 

 

イ 調査内容 

山梨県内の桂川・相模川流域における各世帯・事業所の、生活排水処理方法（下水道、単独・合併

処理浄化槽、汲み取り等）について、山梨県及び山梨県内の桂川・相模川流域の市町村等が保有する

既存データを活用し、地域別の処理方法の状況を把握する。 

 

ウ 調査スケジュール 

平成19年度（単年度） 

 

エ 調査結果 

山梨県及び山梨県内の桂川・相模川流域の市町村等から、調査に必要となる基礎データの提供を受

けて、次の結果を得た。なお、調査時点は平成19年3月31日現在とした。 
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（ア）公共下水道の水洗化率（接続率）(※１)調査結果 

市町村名 水洗化率（接続率） 

富士吉田市 ８３．５％ 

都留市 ４８．５％ 

大月市 ３７．７％ 

上野原市 ６０．６％ 

道志村 （下水道計画なし） 

西桂町 ５４．３％ 

忍野村 ８１．５％ 

山中湖村 ８０．２％ 

鳴沢村 （下水道計画なし） 

富士河口湖町 ８５．４％ 

小菅村（※２） １００．０％ 

合 計 ７３．６％ 

※１ 水洗化率（接続率）とは、水洗化人口（下水道処

理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水

を下水道で処理している人口）を下水道処理区域内人

口で除したものとした。 

 

※２ 小菅村（本調査の対象地区は長作地区のみ）は公

共下水道ではなく農業集落排水施設で整備している。 

 

・ 公共下水道の水洗化率（接続率）調査結果は市町村

データに基づく。 

 

 

（イ）汲み取り施設及び単独・合併処理浄化槽の設置状況調査結果（単位：基数） 

市町村名 汲み取り施設 単独処理浄化槽 合併処理浄化槽 

富士吉田市 １，４４６ ５，４４４ １，５７０ 

都留市 ９６７ ２，６６６ １，３５９ 

大月市 １，５３８ ３，４８７ ９０３ 

上野原市 １，５２０ ２，０６８ ７８２ 

道志村 ５６ ３９ ２００ 

西桂町 １９１ １９２ １５９ 

忍野村 ９３ ７３１ ２５８ 

山中湖村 ０ ２，３２２ ７６４ 

鳴沢村 ３５ １，６９２ １，２９４ 

富士河口湖町 １，５５８ ３，４５９ １，０５７ 

小菅村 ０ １ １ 

合 計 ７，４０４ ２２，１０１ ８，３４７ 

・ 汲み取り施設の設置状況調査結果は、市町村データに基づく。 

・ 単独処理浄化槽及び合併処理浄化槽の設置状況調査結果は山梨県データに基づく。 

 

オ ５か年計画との相違点及びその理由 

５か年計画では、現地での調査を想定していたが、山梨県や流域の市町村から生活排水処理方法の

データが入手できることとなったため、現地での実態調査を行わなかった。なお、管理状況について

は、法定検査実績等を参照することとした。 

 

６ ５か年計画進捗状況 

５か年計画においては、事業量などの数値目標を設定していないため記載しない。 

 

７ 予算執行状況 （単位：万円） 

５か年計画 

合計額 
H19執行額 H20執行額 H21執行額 H22執行額 H23執行額 

H19～23累計 

(進捗率) 

9,800 1,533 3,096 1,961 454 548 
7,594 

（78％） 
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【事業（調査）実施箇所図】 

 

 

８ 事業に係るモニタリング調査実施状況 

９ 事業に係るモニタリング調査結果 

  相模川水系環境共同調査は、調査の実施であり、水源環境保全・再生のための直接的な効果を目的とす

る事業でないため、モニタリング調査は実施していない。 

 

1,533 3,096 1,961 454
548

2,208

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相模川水系環境共同調査

５か年計画
9,800万円

進捗率
78％

5年間累計
7,594万円
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11 水環境モニタリング調査の実施 

 

１ ねらい（５か年計画から転記） 

「順応的管理」の考え方に基づき、事業実施と並行して、水環境全般にわたるモニタリング調査を実施

し、事業の効果と影響を把握しながら評価と見直しを行うことで、柔軟な施策の推進を図るとともに、施

策の効果を県民に分かりやすく示す。 

 

２ 目標（５か年計画から転記） 

水源環境保全・再生施策の実施効果を評価するために必要な時系列データを収集する。 

 

３ 事業内容（５か年計画から転記） 

① 森林のモニタリング調査 

 当初５年間 

対照流域法等による森

林の水源かん養機能調

査 

水源の森林エリア内の４地域において、調査に必要な量水堰堤や気象観測

装置を設置し、水量や水質、動植物相、土壌、土砂流出量などの変化を調

査し、長期的な時系列データを収集する。 

人工林の整備状況調査 県内の民有林のスギ、ヒノキ人工林（30,000ha）について、５年ごとに整

備状況を調査する。 

 

② 河川のモニタリング調査 

 当初５年間 

河川の流域における 

動植物等調査 

相模川、酒匂川水系において、動物、鳥類、水生植物等を調査する。 

河川水質の多様な指 

標による評価 

県民参加のもとで利用目的等に応じた多様な指標を選定し調査する。 

 

③ 情報提供 

 当初５年間 

県民への情報提供 神奈川の水源環境白書（仮称）及びホームページによる情報提供 

※ 地下水のモニタリングについては、「地下水保全対策の推進」の中で実施する。 

 

４ 事業費（５か年計画から転記） 

当初５年間計  ８億4,800万円（単年度平均額 １億7,000万円） 

うち新規必要額 ８億4,800万円（単年度平均額 １億7,000万円） 

 

５ 事業（調査）実施状況 

① 森林のモニタリング調査（対照流域法等による森林の水源かん養機能調査） 

(1) 目的（ねらい） 

対照流域法等による施策効果検証モニタリングでは、森林において実施される各事業の実施効果を

調べるために、試験流域で実験的に整備を行い、その効果を定量的、定性的に把握することをねらい

とする。そのために、水源の森林エリアの４地域にそれぞれ試験流域を設定して、森林整備の前後や

整備内容の違いによる水収支や水質、土砂流出量、動植物相などの変化、差異について長期にわたり

時系列データを収集し、解析を行う。 

また、試験流域におけるモニタリングを補完し、広域的な水源涵養機能の評価を行うため、対照流

域調査等から得られる観測データを用いて、水源地域を包括する水循環モデルを構築し、各種対策の

評価や将来予測のために解析を行う。 
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(2) 調査実施箇所 

①H20施設整備：宮ヶ瀬湖上流(大洞沢流域) 

シカ管理と森林管理の効果を検証する。 

②H21施設整備：津久井湖上流（貝沢流域） 

水源の森林整備の効果を検証する。 

③H22施設整備：丹沢湖上流（ヌタノ沢） 

シカ管理と広葉樹整備の効果を検証する。 

④H23施設整備：酒匂川上流（フチヂリ沢） 

当面、箱根外輪山の流域特性を把握する。 

 

 

 

(3) 調査の概要 

※ 対照流域法：地形その他の条件が似た複数の隣接する流域で、異なる森林施業を行い、その後の各流域の水流

出等の変化を比較していく実験的な調査 

(4) 実施スケジュール 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 ～H28 H29～33 H34～38

(2007) (2008) (2009) (2010) (2011) (2012) (～2016) (2017～2021) (2022～2026)

第三次
５か年計画

第四次
５か年計画

モニタリング継続 モニタリング継続

宮ヶ瀬ダム上流域

（大洞沢）
・既存観測の継続
・事前調査・検討

・既存観測の継続
・施設設置

・事前モニタリング
（既存+新規項目）

・事前モニタリング
・事前モニタリング

・整備実施
・事後モニタリング ・事後モニタリング ・事後モニタリング ・事後モニタリング

津久井ダム上流域

（貝沢）
― ・事前調査・検討 ・施設設置 ・事前モニタリング ・事前モニタリング

・事前モニタリング

・整備実施
・事後モニタリング ・事後モニタリング ・事後モニタリング

三保ダム上流域

（ヌタノ沢）
― ― ・事前調査・検討 ・施設設置 ・事前モニタリング ・事前モニタリング

・事前モニタリング
・整備実施（H25）
・事後モニタリング

・事後モニタリング ・事後モニタリング

酒匂川上流域

（フチヂリ沢）
― ― ― ・事前調査・検討 ・施設設置 ・事前モニタリング

・事前モニタリング
（・H26以降整備可
能）

・事後モニタリング ・事後モニタリング

水循環モデル
宮ケ瀬ダム上流モ

デル構築
津久井ダム上流モ

デル構築
酒匂川流域モデル

構築
モデル予備解析
再現解析

シナリオ解析 モデル解析 モデル解析 モデル解析 モデル解析

成果 年度の成果 年度の成果
年度の成果
中間取りまとめ
開始

中間取りまとめ ５か年の成果
第1期成果取り
まとめ

5年後の結果 10年後の結果 15年後の結果

第二次
５か年計画

モニタリング継続

施策スケジュール 実行５か年計画

対照流域法等による
モニタリング調査

試験流域の設定

 

手法名

概要

設置予定流域

モニタリング区分

同一斜面に、コンクリート枠の試験区を設定し、森林状態を
変えて、水流出や土壌流出の変化を時系列的に調査し、森
林整備事業結果の評価に参考となる各種データを収集す
る。

未定

量水堰堤、気象等観測ステーション 斜面ライシメーター、気象観測ステーション

斜面ライシメーター法

水・土砂流出量モニタリング

水流出量、土砂流出量、水質、林床植生、気象など

対照流域法

流域環境総合モニタリング

水収支、土壌環境、渓流環境、流域自然環境(生物相）、水
質、気象

　H20：宮ケ瀬湖上流清川村大洞沢
　H21：相模湖上流相模原市相模湖町貝沢

地形、植生、気象条件などが類似した近接する複数流域に量
水堰堤などの観測施設を設置し、異なる典型的な施業を行
い、流域の自然環境や水収支などの変化を時系列的に調査し
て、個別事業の事業結果の評価に参考となる各種データを収
集する。

主要施設・設備

試
験
概
要

モニタリング項目

水文観測（連続測定）

水量・水質調査など

 
効果測定流
域  

流域 対照流域

 

定期的調
査

 森林状
態

 

 

連続気象観

貝沢

ヌタノ沢
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(5) 調査実施状況 

年 度 実 施 内 容 

19年度 

①事前環境調査（大洞沢） 

②モニタリング計画検討、水循環モデルの構築・改良（大洞沢） 

③観測施設の設置（大洞沢） 

20年度 

①モニタリング計画検討、水循環モデルの構築（貝沢） 

②観測施設の設置（大洞沢） 

③事前モニタリング調査の実施（大洞沢） 

21年度 

①モニタリング計画検討、水循環モデルの構築（ヌタノ沢） 

②観測施設の設置（貝沢） 

③事前モニタリング調査の実施（大洞沢、貝沢） 

22年度 

① 試験流域選定とモニタリング計画検討（フチヂリ沢） 

② 観測施設の設置（ヌタノ沢） 

③ 事前モニタリング調査の実施（大洞沢、貝沢、ヌタノ沢） 

④ 総合解析検討(水循環モデルによるシミュレーション） 

23年度 

① 観測装置の設置（フチヂリ沢） 

② 対照流域試験における森林の操作（大洞沢） 

③ 事前モニタリング調査の実施（大洞沢、貝沢、ヌタノ沢） 

④ 総合解析検討（水循環モデルによる予測解析） 

 

② 森林のモニタリング調査（人工林現況調査）（平成21年度調査） 

(1) 調査概要 

県内水源保全地域内の国有林を除く全ての人工林について、約42,500箇所を踏査し、整備状況、光

環境、下層植生、土壌状況の状況を、それぞれ目視によりＡからＤまでのランクに区分するする方法

で行うとともに、それらの総合評価についても、ＡからＤまでのランクに区分した。 

 

(2) 結果概要 

総合評価については、Ｂランク（森林整備が行われているが、林内が暗く下層植生が貧弱であるた

め数年以内に再整備を行うことが望ましい森林）が全体の約９割を占め、水源の森林づくり事業など

により森林整備が進んでいることが確認できたが、一方で、めざす姿（林内が明るく、下層植生や土

壌の状態も良好な森林）に至るには、今後も、適時に適切な整備を続けていく必要があることが確認

された。 

 

(3) 人工林現況調査ランク区分集計表 

総合評価                                  （単位：ｈａ） 

ランク区分 
総合評価 

Ａ Ａ’ Ｂ Ｃ Ｄ その他 
合計 

面積 1,023.64 360.47 26,379.94 677.63 1.27 1,406.84 29,849.79 

比率 3.4% 1.2% 88.4% 2.3% 0.0% 4.7% 100.0% 

 

総合評価のランク区分 

 総合評価 

Ａ 林内は明るく、下層植生や土壌の状況も良好な森林 

Ａ’ 林内は明るいにも関わらず、下層植生が貧弱であることから、シカの影響が大きいと推定される森林 

Ｂ 林内が暗く下層植生が貧弱であるため、今後の森林整備を検討する必要がある森林 

Ｃ 土壌流出が見られるため、土壌保全工を含めた森林整備を検討する必要がある森林 

Ｄ 土壌流出が激しいため、土壌保全工を必須とした森林整備又は植替え等の対策を検討する必要がある森林 
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【森林の状況（総合評価のランク区分）】 

 
 

 

森林整備状況                                （単位：ｈａ） 

ランク区分 
総合評価 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ ランク外 その他 
合計 

面積 6,447.57 16,034.85 5,496.85 464.95 1,120.72 284.85 29,849.79 

比率 21.6% 53.7% 18.4% 1.6% 3.8% 1.0% 100.0% 

 

森林整備状況のランク区分 

 整備状況 

Ａ 最近、手入れが行われた森林（概ね５年以内に整備されている） 

Ｂ 手入れの形跡があるが、ここ数年間（概ね５～１０年）整備していない森林 

Ｃ 長期間（概ね１０年以上）手入れの形跡がない森林 

Ｄ 全く手入れが行われた形跡がない森林 

外 広葉樹林化が進んでいる森林 
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河川モニタリング（動植物等調査）の対象地域 

（相模川水系及び酒匂川水系の取水堰上流域） 

 

③ 河川のモニタリング調査（河川の流域における動植物等調査） 

(1) 目的 

河川水質のモニタリングについ

ては、従来から調査されているＢＯ

Ｄ（生物化学的酸素要求量）等の水

質環境基準項目だけでは県民に分

かりにくい等の課題があるため、動

植物やその他の多様な指標をもと

に河川を調査するとともに、森林の

管理状況などと密接に関連する河

川水の窒素、ＳＳ（浮遊物質量）な

どの水質項目についても調査し、水

源環境保全・再生に係る施策の評価

や将来の施策展開の方向性につい

て検討するための基礎資料とする。

また、これらの収集した時系列デー

タを解析することにより経年変化

を把握する。 

本調査の目的は、マクロな視点で

河川環境を把握していくことにあ

り、個々の河川対策の実施効果を検

証するための調査については、それぞれの事業等で実施するものとする。 

 

(2) 調査対象河川 

相模川 及び 酒匂川(本川、支川、渓流を含む) 

 

(3) 基本的な考え方 

・ 専門業者（一部専門家）への委託により、水生生物等動植物や、窒素、ＳＳなどの水質項目につ

いて定点観測する。 

・ 具体的には、平成20年度に相模川及び平成21年度に酒匂川の現地調査を実施して現状の把握と

解析を行い、以後５年に１回程度の間隔で現地調査を行い、その経年変化を把握することを想定し

て取り組む。 

・ 過去に実施された調査のデータベース化をはかり、過去の状況からの変化についても把握・解析

を行うこととし、一部については19年度に完了している。 

 

(4) 実施スケジュール 

取組内容 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

・調査計画の策定／過去の調査のデータベース化 ○ ○    

・現地調査  ○    
相
模
川 ・とりまとめ解析  ○ ○   

・調査計画の策定／過去の調査のデータベース化 ○ ○ ○   

・現地調査   ○   
酒
匂
川 ・とりまとめ解析   ○ ○  

・補完調査    ○  

・全体とりまとめ解析    ○ ○ 全
体 

・次期５か年計画の検討     ○ 
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(5) 平成19年度実施内容 

① 水生生物を中心とした専門的調査の手法の検討 

② 過去に実施した調査結果のデータベース化 

 

(6) 平成20年度 及び 平成21年度 調査内容 

調査地点 
平成20年度 相模川40地点 

平成21年度 酒匂川40地点 

調査回数・時期 
動植物等調査 年２回（夏及び冬） 

水質項目分析 年12回（毎月１回） 

調査対象動植物等 

調査対象 調査手法 

○ 水生生物（水質等の水環境評価に係る動植物） 

底生動物、魚類、付着藻類、水生植物、両生類 

定量調査、 

定性調査など 

○ 陸域の生物（水生生物の生息等に深く関わる河川環境の評価に係る動植物） 

・鳥類（カワガラス、ヤマセミ、カワセミ、セキレイ類、カワウなど10 種前

後） 

・河原植物（水生植物と同時に調査する） 

分布調査 

（定性調査） 

○ 生物の生息環境 

ワンドや河床構造等の、生物の生息にとって良好な環境の存在を調査する

（底生動物調査の中で実施） 

分布調査 

＊ 両生類については、カエル類を夏期に全地点１回、サンショウウオについては、夏期に定点と

は別に選定した25の渓流を１回調査する。 

 

調査対象水質項目 pH, BOD, COD, SS, DO, 窒素、リン、TOC、クロロフィル量、流量 

調査方法 
平成18年度版河川水辺の国勢調査マニュアル及び水質測定計画に基づく方法に

準ずる。県内の専門家への依頼を含め、専門業者に委託して実施する。 

 

(7) 平成22年度調査内容（補完調査） 

平成20年度及び21年度に動植物等の調査を行ったが、動植物の生息と河床底質環境との関係を明

らかにするため、河床底質等の補完調査を実施した。 

① 調査地点：相模川及び酒匂川水系各40地点（計80地点） 

② 調査回数：１回 

③ 調査項目：物理環境調査（河床の構造、底質のサイズ構成など）、調査地点の地形的・地質的解 

析、河床底質環境調査方法の開発 

 

(8) 平成23年度調査内容 

 平成22年度に実施した河床底質等の補完調査結果を用い、底生動物と魚類の生息環境の評価を行う

とともに、次期５か年河川のモニタリング調査における河床底質環境調査方法の検討を行った。 

 

(9) 調査結果の概要 

５種類の底生動物と４種類の魚類について、全地点での採捕個体数と底質指数（河床底質の平均粒

径の指標となる指数）との関係を検討したところ、魚類では関連性が見られたが、底生動物では見ら

れなかった。 

次期５か年河川のモニタリング調査における河床底質環境調査方法については、底生動物に適した

河床底質の粒径分類方法について検討する必要が示唆された。 

 



 

11－7 

④河川のモニタリング調査（県民参加型調査） 

(1) 基本的な考え方 

・ 調査は、水環境に係る多様な指標をもとに、県民参加により毎年度河川を調査する。 

・ 精度を確保するため専門家にアドバイザーとして、研修、指導等を依頼する。 

・ 県民が実施した調査によって得られたデータを解析し評価するとともに、５年に１回実施する「河

川の流域における動植物等調査」を補完するものとして活用する。 

 

(2) 県民参加について 

県民から参加者を募って調査を実施する。なお、調査に当たっては、調査の精度を確保するため、

専門家による事前研修とともに、調査方法、生物の同定など調査中の指導を行う。 

なお、公募以外に流域の市民団体等にも働きかけ、調査を実施するものとする。 

 

(3) 実施スケジュール 

取組内容 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

準
備 

・調査計画の策定 

・県民参加の仕組み作り 

・調査マニュアルの作成 

○     

県
民
調
査 

・調査の実施 

・現地調査 

・とりまとめ解析 

 ○ ○ ○ ○ 

 

(4) 平成19年度実施内容 

① 県民参加による調査の手法の検討 

② 県民参加による調査のマニュアルの作成 

 

(5) 平成20～23年度 調査内容 

調査地点 

相模川 及び 酒匂川 

（専門家による定点を含め、多くの県民の身近に存在する中下流部やその支川も

重点とする。） 

参加者等 

平成20年度 応募：35人／研修会：５回／研修会参加：延べ48人 

平成21年度 応募：60人／研修会：３回／研修会参加：延べ28人 

平成22年度 応募：66人／研修会：９回／研修会参加：延べ54人 

平成23年度 応募：92人／研修会：15回／研修会参加：延べ128人 

調査回数・時期 年２回程度を目処に随時 

調査対象動植物等 

調査対象 

○ 水生生物 

底生動物、魚類、水生植物 

○ 水質及びその他の指標 

水温、ＣＯＤ（パックテスト）、導電率、pH、ゴミの量、透視度、川底の感触、におい  

調査方法 

動植物調査については定性調査とし、具体的な調査方法は調査マニュアル（平成

19年度作成）に準じて行う。 

水質は、簡易な計測器及びパックテストを用いる。 

その他の指標については、国土交通省の「今後の河川水質管理の指標項目（案）」

に従う。 

なお、調査に必要な機材については貸与する。 
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【参考】神奈川県内河川の底生動物調査 
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【事業（調査）実施箇所図】（平成19～22年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ ５か年計画進捗状況 

５か年計画においては、事業量などの数値目標を設定していないため記載しない。 

 

７ 予算執行状況 （単位：万円） 

５か年計画 

合計額 
H19執行額 H20執行額 H21執行額 H22執行額 H23執行額 

H19～23累計 

(進捗率) 

84,800 3,811 17,650 23,139 14,703 28,593 
87,898 

（104％） 

 

 

3,811

17,650
23,139 14,703 28,593

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水環境モニタリング調査

５か年計画
8億4,800万円

進捗率
104％

5年間累計
8億7,898万円
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８ 事業に係るモニタリング調査実施状況 

９ 事業に係るモニタリング調査結果 

  水環境モニタリング調査は、調査の実施であり、水源環境保全・再生のための直接的な効果を目的とす

る事業でないため、モニタリング調査は実施していない。 
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12 県民参加による水源環境保全・再生のための新たな仕組みづくり 

 

１ ねらい（５か年計画から転記） 

水源環境保全・再生施策について、計画、実施、評価、見直しの各段階に県民意見を反映するとともに、

県民が主体的に事業に参加する新たな仕組みを創設し、県民の意志を基盤とした施策展開を目指す。 

 

２ 目標（５か年計画から転記） 

県民の参加により水源環境の保全・再生施策を推進する新たな仕組みの定着を目指す。 

 

３ 事業内容（５か年計画から転記） 

① 「水源環境保全・再生かながわ県民会議（仮称）」の設置・運営 

【体制】 

推進委員会 
一般県民、有識者等をメンバーとする推進委員会を設置する。 

また、推進委員会の活動を支えるため、必要に応じ専門の委員会を設置する。 

総会 

（フォーラム） 

水源環境保全・再生施策について、多くの県民参加のもとで議論していただくた

めの総会をフォーラム形式で開催する。 

部会 
各地域や流域の意見交換や集約、市民活動の横の連携促進など、目的別に部会を

設置する。 

 

【活動】 

施策の評価・ 

計画の見直し 

事業の計画や実施状況の点検・評価 

県民に分かりやすい評価指標の検討・作成 

市民事業の推進 県民等による市民活動の実践・支援 

普及・啓発 
水源環境保全・再生フォーラムの開催  

一般県民や子どもたちへの普及・啓発 

情報公開 
神奈川の水源環境白書（仮称）及びホームページによる事業の実施状況・評価結

果等の県民公表 

 

② 市民事業等の支援 

市民やＮＰＯ、民間企業等が提案し、自ら取り組む事業を県民会議のもとで認定・支援する。 

（平成20 年度以降） 

 当初５年間 

市民及びＮＰＯ提案事業等(実践活動等)への支援 延べ24件 

 

４ 事業費（５か年計画から転記） 

当初５年間計  １億9,200万円（単年度平均額 3,800万円） 

うち新規必要額 １億9,200万円（単年度平均額 3,800万円） 
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５ 事業実施状況 

県民参加の仕組みとして、有識者・関係団体・公募委員を構成員とする「水源環境保全・再生かながわ

県民会議」（以下、県民会議）を設置し、特定課題を検討する２つの専門委員会と３つの作業チームを組

織し、活動している。 

この仕組みづくりにあたっては、５か年計画に記載されている体制・活動のイメージを踏まえつつも、

県民会議委員の意見に基づき、委員自らが検討し、構築したものである。また、この体制・活動について

は、固定的なものではなく、県民会議の役割や機能に応じ、県民会議自らが機能的に変化するものである。 

 

（１）５か年計画策定時の県民会議の体制・活動の図示 

参   加 

県 民 会 議 

行 政（県・市町村等） 

推進委員会 

【機能】 
①計画・施策・事業の点検・評価 
②評価結果、財源の使途等県民への情報提供 
③県民にわかりやすい評価指標の作成  等 

 

一般県民、有識者等により構成 

総 会（フォーラム） 

県 民（ＮＰＯ、個人、事業者等） 

 

※必要に応じて、専門の委員会、活動目的

別の部会等を設置する。 
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（２）現在の県民会議の体制・活動の図示 
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（３）県民会議の活動実績  

体制 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

５か年計

画上の体

制・活動 

県民会議 

４回実施 

・県民会議の活動・体

制の検討、決定 

・各委員会等の報告に

基 づ き 知 事 に 提

言・報告 

４回実施 

・各委員会等の報告に

基 づ き 知 事 に 提

言・報告 

４回実施 

・第２期委員県民会議

が開始 

・山梨県内桂川流域現

地調査 

３回（ほか懇談会１回） 

・第２期計画に関する

意見書の提出 

４回実施 

・第２期計画案の報告 

・県民会議委員の改選

についての報告 

推進 

委員会 

施策調査 

専門委員会 

３回実施 

・各事業の評価の流れ

図の整理 

・モニタリング調査方

法の検討 

４回実施 

・モニタリング調査方

法に対する意見 

・点検結果報告書(19

年度版)の作成 

５回実施 

・モニタリング調査方

法に対する意見 

・点検結果報告書(20

年度版)の作成 

３回実施 

・第２期計画に関する

意見書原案の検討 

・点検結果報告書(21

年度版)の作成 

４回実施 

・森林生態系の効果把

握のあり方の検討 

・点検結果報告書(22

年度版)の作成 

部会 

施策の 

評価・計画 

の見直し 

市民事業 

専門委員会 

６回実施 

・市民事業支援制度の

検討 

７回実施 

・支援制度の検証・見

直し 

・財政的支援以外の検 

討 

５回実施 

・支援制度の検証・見

直し 

・財政支援以外の検討

（市民事業交流会） 

９回実施 

・支援制度の評価・改

善の検討 

・財政支援以外の検討

（市民事業交流会） 

５回実施 

・支援制度の改定 

・財政支援以外の検討

（市民事業交流会） 

部会 

市民事業 

の推進 

県民 

フォーラム 

３回実施 

・参加者 542 人 

・意見 169 件 

３回実施 

・参加者 491 人 

・意見 134 件 

２回実施 

・参加者 336 人 

・意見 126 件 

４回実施 

（うち山梨県開催１回） 

・参加者 471 人 

・意見 127 件 

２回実施 

・参加者 484 人 

・意見 171 件 

総会 

(ﾌｫｰﾗﾑ) 

普及・啓発 

事業 

モニター 

 

・モニター方法の検討 

・情報提供方法の検討 

８回実施 

・森チーム４回 

・水チーム４回 

６回実施 

・森チーム３回 

・水チーム３回 

４回実施 

・森チーム２回 

・水チーム２回 

５回実施 

・森チーム３回 

・水チーム２回 

部会 

情報公開 

ニュース 

レター 

(ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾁｰﾑ) 

・県広報に対する評価 

・県民会議の広報の検

討 

11 回発行 

(ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾁｰﾑ) 

・県ＨＰの改善策の検

討 

５回発行 ５回発行 ４回発行 

部会 

情報公開 

市民事業 

支援補助金 

 交付確定 

20 団体 35 事業 

7,789,000 円 

交付確定 

21 団体 40 事業 

8,504,000 円 

交付確定 

23 団体 37 事業 

8,778,000 円 

交付確定 

20 団体 28 事業 

5,935,000 円 

市民事業 

等の支援 

 

 

1
2
－

４
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６ ５か年計画進捗状況 

５か年計画においては、事業量などの数値目標を設定していないため記載しない。 

 

７ 予算執行状況 （単位：万円） 

５か年計画 

合計額 
H19執行額 H20執行額 H21執行額 H22執行額 H23執行額 

H19～23累計 

(進捗率) 

19,200 979 2,575 2,145 2,124 2,947 
10,770 

（56％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 事業に係るモニタリング調査実施状況 

９ 事業に係るモニタリング調査結果 

県民参加による新たな仕組みづくり（県民会議、市民事業支援）は、水源環境保全･再生のための直接的

な効果を目的とする事業でないため、モニタリング調査は実施していない。 

 

 

978

2,575

2,145

2,124
2,947 8,431

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県民参加による新たな仕組みづくり

５か年計画
1億9,200万円

進捗率
56％

5年間累計
1億770万円

 


